
 

～労働者の心の健康の保持増進のための指針～ 

職場における心の健康づくり 

厚生労働省 



近年、経済・産業構造が変化する中で、仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じ

ている労働者の割合が高くなっています。

自殺者総数が３万人を超えるという高い水準で推移するなかで、労働者の自殺者数も８千人～９千

人前後で推移しています。

また、業務による心理的負荷を原因として精神障害を発症し、あるいは自殺したとして労災認定が

行われる事案が近年増加し、社会的にも関心を集めています。

事業場において、より積極的に心の健康の保持増進を図ることが重要な課題となっています。
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労働者の心の健康をめぐる状況

図１ 職業生活でのストレス等の状況 図2 職業生活におけるストレス等の原因

図3 自殺した労働者数の推移 図4 精神障害による労災認定件数

注：自殺した労働者数は、「管理職」と「被雇用者」の合計である。
資料 「平成 18年中における自殺の概要資料」（警察庁)

注： 認定件数は当該年度以前に請求されたものを含む
資料 「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況

（平成 18年度）について」（厚生労働省）

資料 「労働者健康状況調査」（厚生労働省　各年版） 資料 「平成14年労働者健康状況調査」（厚生労働省）
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厚生労働省は「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（メンタルヘルス指針、平成 18年 3月

策定）に基づき職場におけるメンタルヘルス対策を推進しています。

本指針は、労働安全衛生法第 70条の 2第 1項の規定に基づき、同法第 69条第 1項の措置の適切かつ

有効な実施を図るための指針として、事業場において事業者が講ずるように努めるべき労働者の心の

健康の保持増進のための措置（以下「メンタルヘルスケア」という。）が適切かつ有効に実施されるよ

う、メンタルヘルスケアの原則的な実施方法について定めるものです。

事業者は、本指針に基づき、各事業場の実態に即した形で、メンタルヘルスケアの実施に積極的に

取り組むことが重要です。 【指針：１】

事業者は、自らが事業場におけるメンタルヘルスケアを積極的に推進することを表明するとともに、

衛生委員会等において十分調査審議を行い、｢心の健康づくり計画｣を策定する必要があります。また、

その実施に当たっては「４つのケア」が継続的かつ計画的に行われるよう関係者に対する教育研修・

情報提供を行い、「４つのケア」を効果的に推進し、職場環境等の改善、メンタルヘルス不調への対

応、職場復帰のための支援等が円滑に行われるようにする必要があります。

さらに、メンタルヘルスケアを推進するに当たっては、次の事項に留意してください。 【指針：２】
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relax
労働者の心の健康の保持増進のための指針のあらまし

趣旨1

メンタルヘルスケアの基本的考え方2

留意事項

心の健康問題の特性

心の健康については、その評価は容易ではなく、
さらに、心の健康問題の発生過程には個人差が大き
いため、そのプロセスの把握が困難です。また、す
べての労働者が心の問題を抱える可能性があるにも
かかわらず、心の健康問題を抱える労働者に対し
て、健康問題以外の観点から評価が行われる傾向が
強いという問題があります。 【指針：２－①】

労働者の個人情報の保護への配慮

メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情
報を含む労働者の個人情報の保護及び労働者の意思
の尊重に留意することが重要です。心の健康に関す
る情報の収集及び利用に当たっての、労働者の個人
情報の保護への配慮は、労働者が安心してメンタル
ヘルスケアに参加できること、ひいてはメンタルヘル
スケアがより効果的に推進されるための条件です。

【指針：２－②】

人事労務管理との関係

労働者の心の健康は、体の健康に比較し、職場配
置、人事異動、職場の組織等の人事労務管理と密接
に関係する要因によって、より大きな影響を受けま
す。メンタルヘルスケアは、人事労務管理と連携し
なければ、適切に進まない場合が多くあります。

【指針：２－③】

家庭・個人生活等の職場以外の問題

心の健康問題は、職場のストレス要因のみならず
家庭・個人生活等の職場外のストレス要因の影響を
受けている場合も多くあります。また、個人の要因
等も心の健康問題に影響を与え、これらは複雑に関
係し、相互に影響し合う場合が多くあります。

【指針：２－④】



メンタルヘルスケアの推進に当たっては、事業者が労働者等の意見を聴きつつ事業場の実態に即し

た取り組みを行うことが必要です。「心の健康づくり計画」の策定はもとより、その実施体制の整備等

の具体的な実施方策や個人情報の保護に関する規程の策定等に当たっては、衛生委員会等において十

分調査審議を行うことが重要です。 【指針：３】

メンタルヘルスケアは、中長期的視野に立って、継続的かつ計画的に行われるようにすることが重

要であり、また、その推進に当たっては、事業者が労働者の意見を聴きつつ事業場の実態に則した取

り組みを行うことが必要です。

このため衛生委員会等において十分調査審議を行い、「心の健康づくり計画」を策定することが必要

です。

心の健康づくり計画で定めるべき事項は、次に掲げるとおりです。 【指針：４】
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衛生委員会等における調査審議3

心の健康づくり計画4

① 事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明に関すること。

② 事業場における心の健康づくりの体制の整備に関すること。

③ 事業場における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施に関すること。

④ メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業場外資源の活用に関すること。

⑤ 労働者の健康情報の保護に関すること。

⑥ 心の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の見直しに関すること。

⑦ その他労働者の心の健康づくりに必要な措置に関すること。

メンタルヘルスケアの計画及び進め方（参考例）

組織づくりと計画 

評　価 

実　施 

見直し 

心の健康づくりの方針 

組織づくりと中長期目標の設定 

心の健康づくり計画の作成 



メンタルヘルスケアは、「セルフケア」、「ラインによるケア」、「事業場内産業保健スタッフ等による

ケア」及び「事業場外資源によるケア」の「４つのケア」が継続的かつ計画的に行われることが重要

です。

なお、事業者は、メンタルヘルスケアの推進の実務を担当する事業場内メンタルヘルス推進担当者

を選任するよう努めることが重要です。 【指針：５】
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relax
4つのメンタルヘルスケアの推進5

※１　管理監督者もセルフケアの対象者に含まれる。

※２　通常のラインによるケアが困難な業務形態の場合も、実務において指揮命令系統の上位にいる者によりケアが

行われる体制を整えるなど、同様のケアが確実に実施されるようにする。

※３　それぞれのスタッフの役割は以下のとおり。

○産業医等：専門的立場から対策の実施状況の把握、助言・指導などを行う。

また、長時間労働者に対する面接指導等の実施やメンタルヘルスに関する個人の健康情報の保護につ

いても、中心的役割を果たす。

○衛生管理者等：教育研修の企画・実施、相談体制づくりなどを行う。

○保健師等：労働者及び管理監督者からの相談対応などを行う。

○心の健康づくり専門スタッフ：教育研修の企画・実施、相談対応などを行う。

○人事労務管理スタッフ：労働時間等の労働条件の改善、労働者の適正な配置に配慮する。

心の健康づくり計画の策定 

教育研修・情報提供 
（管理監督者を含む全ての労働者が対象） 

職場環境等の把握と改善 
（メンタルヘルス不調の未然防止） 

メンタルヘルス不調への気づきと対応 
（メンタルヘルス不調に陥った労働者の早期発見と適切な対応） 

職場復帰における支援 

衛生委員会等における調査審議 

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮 

セルフケア 

（労働者による※1） 

ラインによる 
ケア 

（管理監督者による※2） 

事業場内産業保健
スタッフ等による

ケア 
（産業医、衛生管理者等 
  による※3） 

事業場外資源 
によるケア 

（事業場外の機関、 
  専門家等による） 



前記５の４つのケアが適切に実施されるよう、事業場内の関係者が相互に連携し、以下の取り組み

を積極的に推進することが効果的です。

それぞれの取り組みの内容は以下のとおりです。

（1）メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供

労働者、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等に対し、それぞれの職務に応じた教育研修・情

報提供を実施してください。なお、事業場内に教育研修担当者を計画的に育成することも有効です。

【指針：６－１】

（2）職場環境等の把握と改善

労働者の心の健康には以下のとおり様々な要因が影響を与えることから、職場環境等を評価して問

題点を把握するとともに、その改善を図ってください。 【指針：６－２】
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メンタルヘルスケアの具体的進め方6

・作業環境、作業方法、労働時間、仕事の質と量 

・職場内のハラスメントを含む職場の人間関係 

・職場の組織、人事労務管理体制　等 

労働者 

評価と改善 

職場環境等 
心の健康に影響 

○ メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供

○ 職場環境等の把握と改善

○ メンタルヘルス不調への気づきと対応

○ 職場復帰における支援



（3）メンタルヘルス不調への気づきと対応

メンタルヘルスケアにおいては、ストレス要因の除去又は軽減などの予防策が重要ですが、万一、

メンタルヘルス不調に陥った労働者が発生した場合に、その早期発見と適切な対応を図ることが必要

です。このため、次の3項目に関する体制を整備してください。

また、その際には、労働者の個人情報の保護に十分留意しましょう。

【指針：６－３】

（4）職場復帰における支援

メンタルヘルス不調により休業した労働者が円滑に職場復帰し、就業を継続できるようにするため、

衛生委員会等において調査審議し、職場復帰支援プログラムを策定するとともに、その実施に関する

体制整備やプログラムの組織的かつ継続的な実施により、労働者に対する支援を実施してください。

【指針：６－４】

メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含む労働者の個人情報の保護に配慮するこ

とが極めて重要です。

事業者は、健康情報を含む労働者の個人情報の保護に関し、個人情報の保護に関する法律及び関連

する指針等を遵守し、労働者の健康情報の適切な取り扱いを図ることが重要です。

【指針：７】

小規模事業場においては、事業者は、セルフケア、ラインによるケアを中心として、実施可能なと

ころから着実に取り組みを進めるとともに、地域産業保健センター等の事業場外資源の提供する支援

等を積極的に活用することが有効です。

【指針：８】
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relax

○ 労働者による自発的な相談とセルフチェック

○ 管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による相談対応

○ 労働者の家族による気づきや支援　等

メンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮7

小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組の留意事項8



各事業場においては、指針に基づき、心の健康づくり計画を策定して取り組みを進めることが有効

です。以下に心の健康づくり計画の一例を掲げます。各事業場においては、この例を参考にするとと

もに、各事業場の実情に応じて独自の計画を策定することが望まれます。

A事業場における心の健康づくり計画（例）

●1 心の健康づくり活動方針

(位置づけ)

本計画は、当社規則「安全衛生管理規則」に基づき、厚生労働省「労働者の心の健康の保持増

進のための指針」に従って、当社の心の健康づくり活動の具体的推進方法を定め、もって従業員

の心の健康づくり及び活気のある職場づくりに取り組むためのものである。

(心の健康づくりの目標)

従業員の心の健康は、従業員とその家族の幸福な生活のために、また事業場の生産性及び活気

のある職場づくりのために重要な課題であることを認識し、精神疾患への対応だけでなく、職場

でのコミュニケーションの活性化などを含めた広い意味での心の健康づくりに取り組む。

具体的には以下の目標を平成○○年までの○年間に達成する。

① 管理監督者を含む従業員全員が心の健康問題について理解し、心の健康づくりにおけるそれ

ぞれの役割を果たせるようになる。

② 円滑なコミュニケーション

の推進により活気ある職場づ

くりを行う。

③ 管理監督者を含む従業員全

員の心の健康問題を発生させ

ない。

(推進体制)

このために、従業員、管理監

督者、事業場内産業保健スタッ

フ(産業医、事業場内メンタルヘ

ルス推進担当者等)、人事労務部

門がそれぞれの役割を果たす。

8

事業場における心の健康づくりの具体的な事例

事業場における心の健康づくり計画の例

「働く人の心の健康保持増進　新しい指針と解説」（中央労働災害防止協会）の記載例を一部修正



(推進事項)

このために、以下のような方策を実施する。

①　相談体制

管理監督者を含む従業員が相談しやすい相談窓口の設置など、心の健康に関する相談体制の

充実を図る。

②　教育・研修及び情報提供

従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ及び人事労務部門がそれぞれの役割を理解

し、状況に応じて適切な活動を推進できるように情報提供及び教育・研修の計画的な実施を図る。

③　ストレス対策

従業員がストレスに気づいて対処できるように、また、職場環境等におけるストレスを減ら

すように各種のストレス対策を実施する。

④　マニュアル等

心の健康づくりの体制整備や進め方を示す文書・マニュアル等を作成し、全社に周知・徹底

する。

⑤　プライバシーへの配慮

従業員が安心して活動に取り組めるよう、個人情報の秘密保持に十分配慮する。

●2 心の健康づくり推進体制

従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ、人事労務部門及び衛生委員会の役割を以下

のとおりとする。

ア　従業員

従業員はストレスや心の健康について理解し、自分のストレスに適切に対処し、必要に応じ

てメンタルヘルス相談を利用すること。

イ　管理監督者

管理監督者は、職場の管理監督者として、職場環境等の改善を通したストレスの軽減、部下

からの相談への対応を行う。また、管理監督者自身も必要に応じてメンタルヘルス相談を利用

する。

ウ　事業場内産業保健スタッフ

管理監督者を含む従業員の活動を支援する。

（ア）事業場内メンタルヘルス推進担当者

原則として衛生管理者等がその役割を担うものとし、産業医の助言を得ながら、心の健康づ

くり計画の企画、立案、評価・改善、教育研修等の実施、関係者の連絡調整などの実務を担当

し、事業場の心の健康づくり活動を中心的に推進する。

（イ）衛生管理者等（事業場内メンタルヘルス推進担当者を除く）

産業医と協力して、心の健康づくり活動を推進する。

（ウ）産業医

・心の健康づくり計画の企画・立案及び評価への協力

・従業員、管理監督者からの相談への対応と保健指導
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・職場環境等の評価と改善によるストレスの軽減

・従業員、管理監督者等に対する情報提供及び教育研修

・外部医療機関等との連絡

・就業上の配慮についての意見

エ　人事労務部門

人事労務部門担当者は、従業員、管理監督者からの相談があれば、その対応を行う。

人事労務部門の担当者は、管理監督者だけでは対応が困難な問題（職場配置、人事異動等）

に対応し、また、労働時間等の改善及び適正配置を行う。

オ　衛生委員会

衛生委員会は、事業場内メンタルヘルス推進担当者を中心に心の健康づくり計画の策定に関

わる。また、計画どおり心の健康づくりが進められているか評価を行い、継続的な活動を推進

する。

●3 問題点の把握及び事業場外資源を活用したメンタルヘルスケアの実施

（1）職場環境等の把握と改善

ストレスを軽減し、明るい職場づくりを推進するために職場環境等の把握と改善を実施する。

ア　管理監督者による職場環境等の把握と改善

管理監督者は、日常の職場管理や従業員の意見聴取を通じて、当該職場のストレス要因を把

握し、その改善に努める。

イ　事業場内産業保健スタッフによる職場環境等の把握と改善

事業場内産業保健スタッフは、必要に応じて職業性ストレス簡易調査票などの調査票等を用

いて職場環境等を評価する。また、その結果をもとに、管理監督者に職場環境等の改善につい

て助言し、その実行を支援する。

（2）ストレスチェックの実施

セルフケアの推進のため、ストレスチェックの機会を提供する。

① 従業員は、事業場内産業保健スタッフが提供する各種ストレスチェックを利用して、自らの

ストレスを適宜チェックする。

② 従業員は、ストレスチェックの結果に応じて、事業場内産業保健スタッフによるストレスに

関する保健指導を受ける。

（3）心の健康づくりに関する教育研修・情報提供

心の健康づくりの推進のために、関係者に対して教育研修を実施する。

ア　全従業員向けの教育研修・情報提供

セルフケアを促進するため、管理監督者を含む全ての従業員に対して、教育研修・情報提供

を行う。

イ　管理監督者への教育研修・情報提供

ラインによるケアを促進するため、管理監督者に対して教育研修・情報提供を行う。
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